
　税金の具体的内容については、法律、政令、規則、告示のほか、国
税庁、総務省その他関係省庁から通知が出ています。具体的な取り扱
いについて判断がつきかねるときは、税務署や市町村または業務所
管官庁などにお尋ね下さい（税務署ではテレホンサービスを随時行っ
ており、匿名でも受け付けています）。
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－1－

凡　　例

引用した法令や通知等は、それぞれ次の略語を用いました。
所　法……所得税法
所　令……所得税法施行令
所　基……所得税基本通達
法　法……法人税法
法　令……法人税法施行令
相　法……相続税法
地価法……地価税法
登　法……登録免許税法
消　法……消費税法
消　令……消費税法施行令
石　法……石油石炭税法
印　法……印紙税法
措　法……租税特別措置法
措　令……租税特別措置法施行令
措　規……租税特別措置法施行規則
措　通……租税特別措置法（山林所得・譲渡所得関係）の取り扱いに
　　　　　ついて（昭和46・８・26）、直資４－５、直所４－５、直法２－６
昭50直資５－17……昭和50年の国税庁の通達番号
復興財源確保法…… 東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な

財源の確保に関する特別措置法
東　法…… 東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法律
地　法……地方税法
地　令……地方税法施行令
地法附……地方税法附則
旧地法附……平成９年改正前の各年の地方税法附則
49農経Ａ第○○号……昭和49年の農林水産省経済局の通知番号
48構改Ｂ第○○号……昭和48年の農林水産省構造改善局の通知番号
措法34の３②三……租税特別措置法第34条の３第２項第３号
農振法……農業振興地域の整備に関する法律
農振整備計画……農業振興地域整備計画

（独）……独立行政法人

　農業経営を行う者に対する税金は、農業収入に係る税金と農地に係る税金と
に大きく分けられます。
　農業収入には、農畜産物の販売、農作業の受託収入などがあり、これに対し
て所得税（個人）、法人税（法人）、道府県民税及び市町村民税（２つの税目を
合せて住民税という）などが課されることになります。
　農業収入に係る税金には、農業振興や畜産振興といった政策的見地等から、
所得計算の特例措置等が講じられています。
　一方、農地に係る税金では、農地を売ったり買ったりしたとき、又はそれを所
有し使用している場合などについて、次のような税金がかかることになります。

１．農地を売った場合（注１）
所得税、法人税、地方法人税（注２）、住民税、事業
税（法人）、国民健康保険税、印紙税、登録免許税

２． 農地を取得した場合
相続税、贈与税、不動産取得税、特別土地保有税（注３）、
印紙税、登録免許税

３． 農地を所有している場合
固定資産税、都市計画税、国民健康保険税、特別土
地保有税、地価税（注４）

４． 農地を貸し付けている場合
所得税、法人税、地方法人税（注２）、住民税、事業
税（法人）、国民健康保険税、印紙税、地価税（注４）

５． 農地を使用収益している場合
所得税、法人税、地方法人税（注２）、住民税、事業
税（法人）、国民健康保険税

（注１） 　消費税は、土地（土地の上に存する権利を含みます。）の譲渡及び貸付け（一時的
に使用させる場合等を除きます。）については非課税です。また、令和元年10月１日
から消費税率が10% に引き上げられたことに伴い、飲食料品及び新聞に対する軽減税
率（8%）制度が実施されることになりました。なお、消費税の課税売上割合を計算す
る場合には、その金額を分母の金額に含める必要があります。

（注２）　地方法人税は、法人の平成26年10月１日以後に開始する事業年度から課税されました。
（注３） 　特別土地保有税は、平成15年度改正において、当分の間、課税しないこととされました。
（注４） 　農地及び農地の上に存する賃借権（解約等の制限のあるものに限られます。）につ

いては非課税です。ただし、三大都市圏の特定市に所在する市街化区域農地（特定市
街化区域農地）等で、生産緑地地区外にあるものは課税されます。

　　　 　地価税は、平成10年度税制改正において、当分の間、課税しないこととされました。

農家の税金農家の税金１

　農業経営基盤強化促進法の改正に伴い、「農用地利用集積計画」が「農用地
利用集積等促進計画」に改正されます。
　税法において、「農用地利用集積等促進法計画」が適用されるのは、改正農
業経営基盤強化促進法の施行日以後となります。
　なお、経過措置により、改正農業経営基盤強化促進法の施行後２年間、農用
地利用集積計画も適用されます。
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